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1.　は じ め に

2024年 6月 29日（水）から 3日間，「安全工学シ
ンポジウム 2024」（主催　日本学術会議）がWeb/リ
アル開催された．安全工学会が推薦したオーガナイズ
ドセッション OS-5「組織行動マネジメント
（Organizational Behavior Management：OBM）の事
故などの予兆管理分野への展開とその高度化）につい
て紹介する機会を今回いただき，ここにその概要を報
告する．

2.　OS-5 の概要

我が国においても活用が始まりつつある，BBS

（Behavior Based Safety）手法などを活用した OBMに
よる事故などの予兆管理の現状と課題，OBMの高度
化について，座長　新井充氏（東京大学名誉教授）の
司会で 5つの講演があり，活発な質疑応答があった．

3.　各 論 の 要 旨

3.1　 「経営が求める，安全マネージメントシステ
ム」梅里　泰正

3.1.1　事故・災害発生率の推移
産業界の事故などの発生率低減は，「人」，「技術」，
さらに「マネージメントシステム」の視点からの施策
で効果を上げており，今後は人と組織の問題に係る安
全文化により深く踏み込んで研究する必要があると考
えている．

3.1.2　現役時代持っていた問題意識
事故の再発防止対策の一例を図 1に示す．重電機
器据え付け分野の事故事例を原因と再発防止に分類す
るマトリクスで管理したものである．細かく分類する
事でわかり易くなるはずであるが，各々の問題に個別
で対処すれば「モグラたたき的手法」となり，効率的
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で有効な手法とは言えない事を経験してきた．
ISOの活用においても同様な事象を経験した．つま
り，評価の質を高める目的が重要になり，ISO認定・
維持と問題発生の事象を把握するための記録の要求，
これらは問題が生じた場合に対策も取りやすい利点は
あるが，発生した問題を解決するだけの問題解決型
「モグラたたき的手法」となり，組織に内在する根本
的な要因にまでたどり着くことは出来ないと感じた．

3.1.3　（一社）ディレクトフォースでの研究
（一社）ディレクトフォース（DF）は，2002年に

「社会に役立ち，生きがいを感じる」ことを目的とし
て，企業経営の経験者や官界出身のメンバーが集ま
り，経験・知識を結集して様々な観点から社会貢献を
行う活動をしている．その中で事故・不祥事への撲滅
方法と安全文化の追求のための「人と組織に関する問
題」も研究している．

3.1.4　企業経営に必要なマネージメント
経営者が「自組織があるべき姿であるかどうか」を
知るために必要な項目をまとめると，現時点の「組織
の状況」，「組織の芳しくない事象」，「問題項目」，さ
らに過去の事故・不祥事の「対策進捗度」をそれぞれ
正確に把握しているか，に行き着く．組織には経営に
必要な各種のマネージメントシステムがある（図 2）．† 中田　邦臣：〒 160-0003東京都新宿区四谷本塩町 15-

12
HP：https://risk-sense.net/　E-mail：info@risk-sense.
net ＊ 1　Organizational Behavior Management

図 1　 重電機器据え付け分野の事故事例の 原因と再発防止に分
類するマトリクス
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各々に管理目標があり，進捗状況をフォローして
フィードバックする体制を整えている．経営者はこれ
らのマネージメントシステムから得られる重要な情報
をベースにして経営判断の材料としているが，問題は
「健全な組織」体制の上でシステムが運営されている
かであり，何らかの手段で常に「組織を診断」し，組
織の健全度を保つことが必須と考えている．そのため
にガバナンスの在り方や経営陣の教育にも焦点を当て
た研究が必要と考えている．

図 2　企業経営に必要なマネージメント

3.2　 人の行動に起因する事故予防（BBS 活動の
現状と課題）浅野　寿

BBSは，行動分析学から生まれた人の行動を変え
る手法であり，正しい行動を促し，疑わしい行動を是
正することを目的としている．人の行動に起因するト
ラブルやヒューマンエラーを防止するための手法で，
行動分析学に基づき，正しい行動を褒め，疑わしい行
動を是正することで，安全な職場環境を実現する．以
下にその背景と現状，課題について説明する．

3.2.1　事故・不祥事の発生メカニズムと防護壁
事故や不祥事は，マネジメントの状態と人の行動の

状態に起因する．ヒューマンエラーを防止するために
は，リスクアセスメント（作業分析），直前の一人
KY（危険予知），チームによるモニタリング・観察
（BBS）が有効である．

3.2.2　B B S の 普 及
BBSは 1960年代に米国で始まり，1980年代に基本
形が完成し，1990年代には高い評価を得た．2000年代
までにプロセス安全の進化により事故数は減少した
が，事故原因の大部分が人の行動に起因していること
がわかったため，BBSは世界中で広く採用されてい
る 1），2）．

3.2.3　人の行動に起因する事故の予防
安全な作業を行うためには，個人が行う予防措置と
チームがサポートする BBS活動が重要である．個人
の予防措置には，自己診断，リスクアセスメント，一
人 KYなどがある．チームのサポート活動には，BBS

によるモニタリング・観察がある．
3.2.4　BBS 活動を効果的に行うために
BBS活動を効果的に行うためには，信頼できる雰
囲気でコミュニケーションを取りながら安全文化を築
くことが大切である．観察活動の頻度は，20分程度
の作業を週 1回（10人当たり）程度が適切とされて
いる．観察手法のポイントは，事前通知，チェック
シートの使用，フィードバックの実施，正しい行動の
強化，疑わしい行動の是正である．

3.2.5　パーソナルセーフティーと BBS

BBSは，リスク分析と一人 KYで安全を確保し，職
場の信頼関係を築くことで，安心な職場環境を提供す
る．正しい行動を褒めることでやる気の好循環を目指
し，全員参加型で行うことが重要である．フィード
バックの内容を分析する部門と質を維持するためのト
レーナーが必要であり，これらのコストと時間を安全
活動に費やせるかが課題である．

BBSは人の行動を変える手法であり，個人とチー
ムの両方が協力して行うことで，安全且つ健全な職場
環境を実現するための効果的な手法である．

3.3　 11 の組織行動（OB＊2 ）で簡便に組織の健
全性チェック　大内　功

3.3.1 リスクセンス（RS）研究会の活動
RS研究会は，RS診断®法「事故などが発生しない
健全な組織を構築し，組織が健全な状態を維持しなく
なった際，身に付けたリスクセンスで何がどの程度悪
くなったのか，を早く気付き対処する組織運営法」の
普及に努めている．

3.3.2　「RS 診断®」法とは
事故などの予兆と言われている「許容範囲内のヒヤ
リハット（HH）」事象の発生で収まるよう，組織の
異常に早く気が付き，対処する簡便な組織運営法であ
る．ジェームス・リーズンの提唱した組織事故の発生

＊ 2　OB：Organizational Behavior

図 3　ヒューマンエラー防止の防護壁（例）
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モデル「スイスチーズモデル」を「防護壁モデル」と
我が国になじみやすいよう言い換えて活用し，事故や
不祥事などの事例解析結果から，日常誰もが把握でき
る 11の組織行動（即ち防護壁）（表 1）を確認するこ
とにより，組織を健全な状態に維持し続ける手法であ
る．11の行動は，開発後に発生した事故などの事例で，
検証を行ってきているが，現時点で変更の必要が無い
ことを確認している．

表 1　11 の診断項目（11 の防護壁）

各防護壁に許容される穴の大きさは，6段階で診断
し，レベル 6が理想的な状態，レベル 4以上であれ
ば，防護壁は機能する穴の大きさで隣り合う防護壁間
では貫通しない大きさとしている．4未満と診断され
た防護壁に対しては，これらが複数存在した場合は，
何かのきっかけで穴が貫通し，許容された HHを超
えた芳しくない事象に発展する懸念があるとして，組
織として速やかに対応することを求めている．適切に
組織診断がなされていることを担保するために個人の
RS度診断（防護壁の診断者の 11の診断項目への精通
度を 25設問で診断）も同時に実施する（注：組織診
断と個人の RS診断はWebまたはペーパー式で実施
し，所要時間は 1時間以内）．組織診断の内容は，上
級管理職，中間管理職，一般実務職の 3職階間共通で
の職階間の差異と診断値が 4未満の項目の状態につい
て，個人の RS診断は 25問の診断値と L，C，B別の
領域の RS度に注力している．

3.3.3　RS 診断® の実績
2024年 8月現在の実績は，企業数：55社（国内 48

社，海外 7社），受診者数：5 264名．業種別では，製
造業が 80％強，IT，オフィス，エンジニアリングが
各 5％．部門別では，生産系は 90％弱，全部門は
10％弱，環境 /安全 /品質部門が 4％．

3.3.4　診断結果のフォローの現況
診断後のフォロー法を図 4に示す．多くの企業で
は，この図を参考にして自社向けにカスタマイズ化し

て自前化して活用されている．ただ組織診断の 4未満
の項目の顕在化法の習得と定着法に関しては，RS研
が推奨している「M-SHEL法＊3」と「なぜなぜ分析」
を組み合わせた手法の習得法の活用が多い．自部署で
発生した事故災害，重大ヒヤリの原因を第一線の人達
を交えて解析することにより，自分達の組織の運営上
の問題点を簡便に顕在化できると高評価を得ている．
e- ラーニングによる研修では，個人の RS度の更な
る向上を図るべく，各社が目指す，向上させたいリス
クセンスに関する新たな設問の提供を行い，PDCAサ
イクルでレベルアップに努めている企業もある．

図 4　診断後のフォローの現況

3.3.5　今 後 の 展 開
RS診断法の活用分野がものつくり分野から拡がり，
企業規模も 100人前後の規模の会社から海外展開して
いる数万人規模にまで拡がっている．化学系と鉄鋼系
の企業の海外のグループ企業（欧米，東アジア地区）
を含めた国内外同一の RS診断（組織診断の内容と個
人の設問を現地語に翻訳して診断）を複数年実施され
ている実績から，RS診断法は国内外同一の考え方で
活用が可能な組織運営法と実感している．組織行動学
の目指す，「人を活かし組織力を更に高める」“ 組織
行動 ” が何かを見出した組織診断項目の 11の組織行
動を基に，今後も研究を続けたい．

3.4　 「 4 つの安全」活動での組織行動のマネジメ
ント　平野　富也

3.4.1「 4 つの安全」
当社（（株）ADEKA（アデカ））は安全最優先を連
綿と受け継ぎ，時代の要請に合わせ，ISO9001，
ISO14001，ISO45001等の国際規格や Total Productive 

Maintenance，HACCP等の管理システムを独自に融

＊ 3　 M-SHEL法：ミスをした人（L）の立場に立って，M
（Management），S（Software），H（Hardware），E
（Environment），L（Liveware）の要因から事故などの原
因となった事象を顕在化させる．
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合させました．その中で，労働・環境・品質・設備に
起因するリスクを渾然一体となって有機的に絡めて評
価し，改善する事が極めて有効である事を経験的に見
出しました．そのうえで提唱したのが，「4つの安全」
です．「4つの安全」のシンボルマークを作成し国内
事業所，国内子会社，海外子会社に配布，「4つの安
全」最優先の思想を共有化しております．「4つの安
全」活動はステークホルダーからの要求，社会情勢に
応じ永続的に改善しています．近年に於いては
SDGs，特に地球温暖化に伴う温室効果ガス削減につ
いて「4つの安全」に取り込み，活動しております．

図 5　4つの安全シンボルマーク
©2020 ADEKA CORPORATION

3.4.2「 4 つの安全」組織マネジメント概要
「4つの安全」は社長直下の組織である環境・安全
対策本部にて全社管理しています．しかし，実際の活
動方策は各事業所で考え，各事業所に合った活動を実
行する分権型組織の形態にしています．
年初に「4つの安全」に関する方針を国内全事業所

の代表者と共に作成します．各事業所では，それらの
方針に応じた活動目標，方策計画を作成し，個人の目
標，計画にまでブレークダウンしたのちに「4つの安
全」活動を開始，期末に全事業所長が一堂に会する
「4つの安全」レビュー会議で，活動状況，安全成績
をレビューします．「4つの安全」レビュー会議によ
り分権型組織形態で陥りがちな部署単独視点を解消し
ています．「4つの安全」に関する方針は国内生産子
会社，海外子会社へも配信され，国内外子会社に関し
ても方針に沿った目標，方策計画を作成し活動を行い
ます．隔年で海外生産拠点の安全担当者が一堂に会す
る「4つの安全」グローバルミーティングを開催し，
活動のレベル合わせと各海外子会社での「4つの安全」
の取り組みを協議しています．
年 1回環境・安全対策本部による監査にて国内事業

所，国内子会社，海外子会社の「4つの安全」のベク
トル，活動方策を検査するとともに，他事業所の良好
事例を紹介し国内外問わず事業所間の安全管理レベル
が一致するようにしています．

3.4.3　「 4 つの安全」と組織行動のマネジメント
当社は国内事業所，国内外子会社の従業員を対象に

リスクセンス研究会が主催するリスクセンス検定®を
受験し，個人のリスク感受性のレベル，組織行動のレ
ベルの定量化を行いました．それにより，『気づきを
伝える』，『気づきを受け入れる』職場ではない場合，
「4つの安全」に関するトラブルが多いことを見出し
ました．
当社事業所では『気づきを伝える』，『気づきを受け
入れる』職場の醸成活動として，
①  現場での「気づき」を伝える事に特化したヒヤリ
ハット活動

②  みんなでワイガヤ，楽しく KYトレーニングする
活動

等の組織行動のマネジメントを重点化する取り組みを
経験的に行っています．

3.4.4　ま と め
今後当社は，「4つの安全」のマネジメントシステ
ムを中心に，組織行動のマネジメント要素，ボトム
アップ活動の要素，みんなでルールの見直す活動を融
合し，運用する事で，安全・安心な職場を目指しま
す．

図 6　「4つの安全」のマネジメントシステム

3.5　 組織行動学（OBM）の安全分野向け活用へ
の 1 提案　中田　邦臣

3.5.1　は じ め に
人的・組織的要因を統合した安全活動が深化し，

「安全工学」として体系化して推進する手法が提唱さ
れている．本稿では，組織行動学（OBM）の視点か
らの研究状況を報告する．
体系化を目指す「安全工学」は，2005年の学術会
議専門委員会で提唱されている 3）．

3.5.2　OBM の安全分野向け研究手順
（ 1 ）「安全知 / 智」の顕在化
イメージ提案されている「安全工学」を 体系化す
るに際し，「安全知 /智」を顕在化させるために業種
を超えた事故などの事例解析を実施し，組織の不条理
現象の有無まで推察している．
（ 2 ）OBM の安全分野向け研究

OBMを安全分野向けに研究するにあたり，図 7の
最上位欄の「理念的側面」に関し，研究成果の例とし
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て「迷った時に立ち戻って考える」の視点から 2つ見
い出している．研究成果の 1例とその活用状況を表 2

に示した．

図 7　提唱された「安全工学」の イメージ例

表 2　安全知の例

3.5.3　知識化，体系化した研究成果の活用
自社の安全活動をレビューする際，（1）「体系化さ
れた分野別のあるべき姿」からのレビューが可能で，
更に「目の前の問題解決型のモグラたたき的手法」か
ら脱皮した「現状とのギャップを埋める」課題解決型
の組織運営や，時流や単発的でトピックス的なテーマ

に振り回されない組織運営が可能，（2）教育面では
「属人的要素の多いベテランに依存しがちな教育法か
らサイエンス的な視点で体系的な教育法への定着」が
期待できる．

4.　お わ り に

OS-5の参加者は，当初予定の 100名（リアル参加
者は 60名，Web参加者は 40名）が，Web参加者が
ピーク時は 82名と総参加者数は常に 100名を大きく
超えた中で開催された．全講演が終わって OS座長の
新井先生の司会による質疑応答時も盛況であった．特
にリアル参加の労働新聞社の方からは，当日の質疑応
答の後，日を改めて取材をとの提案も受け，同社の雑
誌「安全スタッフ」12月 15日号（12月 10日発行）
で前 3.4の内容，リスクセンス診断を活用した（株）
ADEKA（アデカ）の安全管理活動の内容を主に全 7

ページで紹介という，これからの OBM研究の励みに
なる支援をいただいていることを付記する．

OBMによる事故などの予兆管理に関する，経営の
視点を含めた現状の課題とその対応の状況についての
シンポジウム OSの概要を広く紹介する機会を設けて
いただき，改めて安全工学会の皆様に感謝する．
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